


■企業規模を問わず、競争力をつけ、経営の
効率化をいかに進めていくかが、企業の存続・
成長のための大きな課題となっています。 
■本書は、グループ会社経営を行う場合の実
務問題について、Q&Aでわかりやすく解
説しています。 
■各設問は、公開・未公開会社を問わず、経
営者がグループ会社の経営組織やビジネス
モデルを再構築し、スピード経営を行うの
はもちろんのこと、実務担当者が解決しな
ければならないグループ会社間の取引上の
法的問題、税務上の課題等、想定される必
須の問題に対応できる構成です。 

本書の特色 本書の特色 本書の特色 
グループ会社経営の法務・会計・税務・経営管理の実務問題についてQ＆Aでわかりやすく解説！ 

 

 

 

 

第1章　グループ会社組織
の構築と法務 

第1節　グループ会社の組織戦略 
会社の組織形態の比較（事業部
制・カンパニー制・持株会社制）
／グループ会社形成のための法
的手段／会社法の制定とグルー
プ会社の経営 
 

第2節　親子会社関係の成立 
親子会社の概念と成立／親子会
社の作り方／親子会社に対する
会社法の規制／親子会社と独占
禁止法／持株会社（ホールディ
ングカンパニー）の意義／持株
会社の目的とメリット・デメリ
ット／純粋持株会社の定款の目
的 
 

第3節　会社分割 
会社分割の法的意義／会社分割
法制による企業の再編／会社分
割を利用した経営再建の問題点
／会社分割の具体的手続き／従
来の会社分割の方式／会社分割
にあたり注意すべき法令等 
 

第4節　事業の譲渡 
事業の譲渡の目的とメリット・
デメリット／事業の譲渡の法的
意義／事業譲渡に必要な手続き
と実行方法／事業譲渡・事業譲
受と独占禁止法上の規制／企業
再建手続と事業譲渡 
 

第5節　合併 
合併の目的とメリット・デメリ
ット／合併の法的意義／合併の
手続き／合併と独占禁止法上の
規制／三角合併 

 
第6節　親子会社関係の解消 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の手続き／親会社が会社法
の吸収合併手続によらないで子
会社を事実上吸収する方法／親
子会社関係の終了の方法 
 

第7節　親子会社の清算・破産 
親会社が倒産した場合の子会社
に対する影響 
 

第8節　会社更生と民事再生 
不採算事業の他律的再生（民事
再生手続の選択）／民事再生法
の施行に伴う親子会社に対する
影響／平成14年改正会社更生法
による更生事件の申立て 

第2章　グループ会社の運
営と法務 

第1節　グループ会社間の株主
権にかかわる法的問題 

親会社が保有する子会社株式の
株主権行使／親会社が子会社株
式を売却する場合の手続きと問
題点／子会社株主の利益擁護と
株主権行使／代表訴訟の原告適
格と組織再編／種類株式 
 

第2節　グループ会社間の役員
　　　　にかかわる法的問題 
グループ会社間の役員兼任・役
員派遣／兼任役員による競業取
引と法的責任／兼任役員による
利益相反取引と法的責任／子会
社に対する金融支援と親会社取
締役の責任／子会社破綻に際し
ての親会社取締役の責任／親子
会社の粉飾決算による違法配当
に関する役員の責任／親会社監
査役・会計監査人・監査委員の
職務と子会社調査権／内部統制
システムと親子会社役員等の監
視責任 

第3節　グループ会社間の取引
にかかわる法的問題 

グループ会社間（親子会社間）
における株式取得／グループ会
社間における新株発行（募集株
式の発行）／グループ会社間に
おける新株予約権の発行（企業
買収にも関連して）／グループ
会社間における株主による取締
役の任務懈怠責任の追及とその
免除および株式交換・株式移転
／グループ会社間における法令
違反・定款違反・不公正な新株
発行の防止方法（募集株式発行
前の場合）／グループ会社間に
おける法令違反・定款違反・不
公正な新株発行と無効原因（募
集株式の発行がなされた場合）
／グループ会社間におけるトラ
ッキング・ストックの発行／グ
ループ会社間における株式の相
互保有／グループ会社間におけ
る優越的地位を利用した取引と
従属会社株主の保護／グループ
会社間における個人情報の提供
／グループ会社の買収防衛策 
 
第4節　グループ会社間の知

的財産権にかかわる
法的問題 

「営業秘密」の不正取得・使用・
開示／「営業秘密」に関する信
義則違反 
 
第5節　グループ会社間の労務

にかかわる法的問題 
グループ会社間の出向命令・転
籍命令／出向命令と労働条件の
変更 
 
第6節　グループ会社間の国

際合弁・海外展開に
かかわる法的問題 

国際合弁事業の解消をめぐる問
題点／国際合弁会社における外
国為替規制上の留意点／商標権
を有しない日本子会社の海賊商
品対策／会社法の下における会
社設立手続の緩和／会社法の下
における事業再編 
 
第７節　グループ会社全体に

かかわる法的問題 
 
 
 

第1章　連結決算の実務処理 
第1節　グループ経営と連結

財務諸表 
連結財務諸表の必要性／連結決
算の導入時にすること／連結財
務諸表の作成手順／連結財務諸
表作成のための手続き／連結計
算書類の制度化 
 

第2節　連結財務諸表に関す
る会計基準等 

連結財務諸表原則の概要／在外
子会社の財務諸表の換算／連結
決算日と決算期の統一 
 

第3節　子会社および関連会

社の範囲 
連結の範囲と支配力・影響力基
準／株式の相互持合と子会社が
合弁会社である場合の子会社等
の判定 
 

第4節　親子会社間の会計処
理の統一 

会計処理の統一に関する基本方
針／企業集団としての会計処理
の統一／在外子会社の会計処理
の統一 
 

第2章　資本連結手続 
第1節　資本連結手続の概要 
資本連結手続の意義と範囲／子
会社の資産および負債の時価評
価／のれんの償却 
 

第2節　株式の段階取得 
株式の段階取得により関連会社
が連結子会社となった場合／子
会社株式を追加取得した場合／
子会社株式を売却した場合 
 

第3節　株式の間接所有にお
ける資本連結手続 

株式の間接所有が行われている
場合の資本連結／連結子会社を
通じた間接所有の場合 
 

第4節　在外会社の財務諸表
の換算と資本連結 

在外会社の株式の取得と連結ー
取得初年度／在外会社の株式の
取得と連結ー取得２年度 

第3章　税効果会計 
第1節　個別財務諸表にかか

わる税効果会計 
税効果会計とは／繰延税金資産
および繰延税金負債の計上／繰
延税金資産の回収可能性／「そ
の他有価証券」の評価差額に対
する税効果会計 
 

第2節　連結財務諸表にかか
わる税効果会計 

連結子会社への投資にかかる税
効果／為替換算調整勘定と税効
果会計 
 

第3節　その他の税効果会計
と表示 

持分法を適用する場合の税効果
会計／持分法適用会社の留保利
益と税効果会計 
 

第4節　連結納税制度を適用す
る場合の税効果会計 

連結納税制度を適用する場合の
税効果会計／連結財務諸表にお
ける子会社の留保利益に対する
税効果 

第4章　連結財務諸表 
第1節　連結貸借対照表 
連結貸借対照表とは／のれんの
認識／少数株主持分 

第2節　連結損益計算書 
連結損益計算書とは／連結会社

間取引の相殺消去／未実現利益
の消去 
 

第3節　株主資本等変動計算書 
株主資本等変動計算書 
 

第4節　連結キャッシュ・フ
ロー計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書
とは／キャッシュとは、その範
囲／キャッシュ・フローの計算
書の作成／連結キャッシュ・フ
ロー計算書の表示方法 
 

第5節　連結附属明細表 
社債明細表と借入金等明細表 
 

第6節　連結計算書類 
連結計算書類の記載方法／連結
貸借対照表、連結損益計算書お
よび連結株主資本等変動計算書
／注記表 
 

第7節　連結決算短信 

第5章　中間連結財務諸表 
第1節　中間連結財務諸表制度 
中間連結財務諸表の種類／中間
連結財務諸表の役割／中間連結
財務諸表の作成基準／中間連結
財務諸表の注記事項 
 

第2節　四半期情報の開示 
四半期開示制度／四半期報告制
度の法制化 
 

第3節　臨時計算書類 
臨時計算書類の作成 

第6章　持分法会計の実務
処理 

第1節　持分法会計の原則 
持分法の意義／持分法の適用範
囲／会計処理の原則および手続
きの統一 
 

第2節　持分法の計算 
持分法損益の計算／未実現損益
の消去 

第7章　連結財務諸表の開
示等 

第1節　セグメント別情報の
開示 

セグメント情報の開示／事業の
種類別セグメント情報（セグメ
ンテーションの方法） 

第2節　連結財務諸表におけ
るリース取引 

リース取引にかかる会計基準／
ファイナンス・リース取引（借
手の会計処理）／連結財務諸表
におけるリース取引 

第3節　関連当事者との取引
にかかわる情報 

関連当事者の範囲／開示すべき
関連当事者との取引の範囲／関
連当事者との取引の開示におけ
る重要性の判断基準／関連当事
者との取引の開示に際して留意
すべき事項 
 

第4節　継続企業の前提に疑義
がある場合の開示 

継続企業の前提に疑義がある場合 
 

第5節　有価証券報告書等そ
の他の開示事項 

連結財務諸表の注記／１株当た
り当期純利益と１株当たり純資
産額の算定／コーポレート・ガ
バナンス等に関する開示／役員
報酬・賞与・退職慰労金の会計
処理と開示／上場会社による宜
誓書および代表者による確認書 

第8章　グループ会社組織
の再編と会計処理 

第1節　企業結合に係る会計
処理 

企業結合に係る会計基準／企業
結合取引の開示 
 

第2節　事業譲渡と合併 
吸収合併、吸収分割、事業譲受
および現物出資の会計処理ー取
得と判定された場合／株式交換
と株式移転の会計処理 
 

第3節　事業分離等に関する
会計処理 

事業分離等に関する会計基準／
事業分離取引の開示 
 

第4節　共同支配企業の形成 
共同支配企業の形成の会計処理 
 

第5節　共通支配下の取引 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の会計処理 

第9章　退職給付会計 
第1節　退職給付債務（PBO）

の計算方法 
退職給付にかかる会計基準の主
な変更点 
 

第2節　退職給付制度間の移行 
退職給付制度間の移行等に伴う
会計処理 

第10章 「純資産の部」の会
計処理と表示 

第1節　貸借対照表の「純資産
の部」の会計処理等 

貸借対照表の「純資産の部」の表
示／株主資本の会計処理／自己株
式の会計処理／その他資本剰余金
の処分による配当を受けた株主の
会計処理／会社法による新株予約
権および新株予約権付社債の会計

処理／旧商法による新株予約権お
よび新株予約権付社債の会計処理
／剰余金の配当 
 

第2節　ストック・オプショ
ンの会計処理 

ストック・オプションの会計処
理／ストック・オプションと会
社法の規制／ストック・オプシ
ョンの開示／ストック・オプシ
ョンの公正な評価額の算定／ス
トック・オプションと勤務サー
ビスとの対応付けおよび条件変
更の会計処理 

第11章　金融商品会計等 
第１節　金融商品に係る会計

基準 
金融商品に係る会計基準の概要
と日本企業への影響／金融商品
に係る会計基準適用に伴う実務
上の留意点／有価証券の評価と
減損処理／種類株式の貸借対照
評価額／デット・エクイティ・
スワップの会計処理 
 
第２節　特別目的会社 

第12章　減損会計 
第１節　減損会計基準 

第13章　工事契約に関す 
           　る会計処理 
第１節　工事契約に関する会 

　計基準 
工事契約について会計処理を行
う場合の基本的な考え方 

第14章　資産除去債務に 
           　関する会計基準 
第１節　資産除去債務に関す

　る会計基準 
資産除去債務とは何か 
 
 
 

第1章　グループ会社組織
の構築と税務 

第1節　企業再編税制におけ
るグループ会社の統
合・分離 

企業組織再編税制の基本と会社法
／組織再編成が行われた場合の
移転資産等の譲渡損益／組織再
編成が行われた場合の移転資産
等の譲渡損益の具体的計算／非
適格再編を行った場合の資産・
負債にかかる調整勘定／合併に
おける税務否認額の引継ぎおよ
び資産評価益の計上／企業グル
ープ内の組織再編成／共同事業
を行うための組織再編成／企業
組織再編成税制における株主に
対する課税／適格企業組織再編
成と租税回避防止規定／適格合

併における繰越欠損金の利用制
限／適用合併における資産の含
み損の損金算入の制限／企業組
織再編成税制における減価償却
の取扱い／企業組織再編税制に
おける退職給与引当金の取扱い
／企業組織再編成税制と消費税
およびその他諸税の取扱い 

第2節　その他のグループ会
社の統合 

持株会社の設立と相続税株価へ
の影響／デット・エクイティ・
スワップ（DES）／譲受け可能
資産・負債とその受入価額／営
業（事業）譲受における「のれ
ん」の取扱いと「営業権」との
相違点／合併対価の柔軟化一三
角合併／合併対価の柔軟化一金
銭の交付 
 

第3節　その他のグループ会
社の分離 

土地保有会社の株式譲渡／株式
譲渡益課税回避行為／株式売却
とマネジメント・バイ・アウト
（MBO）／営業（事業）譲渡と
資産譲渡・会社分割・合併・株
式譲渡との相違／子会社株式の
配当による子会社のスピン・オ
フ／非適格分割における営業権
償却 
 

第4節　グループ会社の解散・
清算 

解散および清算にかかる税務上
の手続きの概要／解散事業年度
の所得計算および税額計算／清
算所得の金額および清算所得に
対する税額の具体的計算／残余
財産の分配が行われる場合の株
主および解散法人に対する課税
について／子会社等の整理損失
負担等と寄附金／解散法人が債
務免除等を受ける場合の所得へ
の影響 

第2章　企業評価と税務 
第1節　株式評価 
DCF方式による税務上の株式評
価の認定／グループ会社間移動
の際の株式評価 
 

第2節　営業権評価 
「相続税法上の評価方法」・
「DCF法」による営業権評価の
具体的計算例 

第3章　グループ会社の運
営と税務 

第1節　連結納税制度 
連結納税制度のしくみ／連結事
業年度およびみなし事業年度／
連結納税適用開始等に伴う時価
評価課税／連結所得金額の計算
／連結法人税額の計算／連結子
法人株式価額の修正／繰越欠損
金の取扱い／連結法人間取引の
損益調整／個別制度における取

扱いー（1）受取配当等の益金
不算入／個別制度における取扱
いー（2）減価償却／個別制度
における取扱いー（3）寄附金
／個別制度における取扱いー（4）
交際費／個別制度における取扱
いー（5）所得税額控除／個別
制度における取扱いー（6）特
別税額控除／個別制度における
取扱いー（7）連結特定同族会
社の留保金課税／個別制度にお
ける取扱いー（8）外国税額控
除／申告・納付等／連結法人に
かかる行為または計算の否認／
連結法人における地方税計算の
概要 
 

第2節　グループ会社間の営
業取引 

経営指導料／グループ会社間の
営業費負担 
 

第3節　グループ会社間の金
銭貸借 

 

第4節　グループ会社間の人事
交流とストック・オ
プション 

執行役員の税務／出向、転籍に
かかる退職金／ストック・オプ
ションの税務上の取扱い／出向
役員に係る給与負担金の取扱い 
 

第5節　グループ会社間の不
動産取引 

グループ会社間の土地賃貸借と
税務上の留意点 
 

第6節　グループ会社間のリ
ース取引 

グループ会社間のリース取引 

第4章　海外事業活動と税務 
第1節　外国税額控除 
海外の会社から受け取るロイヤ
ルティ・利子・配当に関する外
国税額控除／海外子会社の余剰
資金の効率的運用のための海外
グループ持株会社あるいは資金
統括会社の活用 
 

第2節　タックス・ヘイブン税制 
タックス・へイブン税制の適用
と除外基準 
 

第3節　移転価格税制 
移転価格税制の概要／独立企業
間価格の算定／事前確認制度の
概要／移転価格課税が行われた
場合の処理 
 

第4節　過少資本税制 
わが国の過少資本税制の概要／
米国の過少資本税制の概要とそ
の対応 

第5節　海外勤務者の税務 
海外勤務のため出国した直後に

支給される賞与／海外勤務とな
った役員に対する給与／海外転
勤前に要する住宅借入金等特別
控除の再適用手続 

第6節　日米租税条約 
米国への事業展開における日米
租税条約の影響／米国の親会社
へ支払う配当に対する源泉徴収
／米国へ支払うロイヤルティの
源泉税免除の手続／間接外国税
額控除の対象となる外国子会社
等の判定における留意点 
 
 
 

第1章　グループ会社の経
営理念 

第1節　経営理念の意義 
経営理念・経営哲学の意義／グ
ループ経営における経営理念の
位置づけ／創業時およびグルー
プ再編時における経営理念設定
の方法／経営理念変更のタイミ
ングとその内容 
 

第2節　経営戦略と経営理念 
経営方針、事業目的・目標の設
定とその基本精神／経営構造・
組織と経営理念／各組織体の経
営方法、経営者（執行役員）お
よび従業員の教育と経営理念／
経営体の成長、発展（中長期経
営計画）と経営理念／コンプラ
イアンス／CSR（コーポレート
ソーシャルレスポンシビリティ
ー）／上場会社のコーポレート・
ガバナンスの見直しに関する留
意点 
 

第3節　経営理念の実例 
優良会社および長期継続企業の
経営理念／日常的経営実践への
経営理念の生かし方  

第2章　グループ会社の経
営戦略 

第1節　グループ経営戦略 
グループ経営の本質／全社戦略
と事業戦略／事業ポートフォリ
オ戦略／知的財産の戦略的、効
率的活用／有効な企業買収防衛
策 
 

第2節　グループ会社の再編・
再構築 

主力企業の競争優位戦略／育成
事業の事業戦略／再考事業の事
業戦略／撤退事業の事業戦略  

第3章　グループ会社の経
営組織 

第1節　グループ組織戦略 
企業組織の変遷 

第2節　グループ経営モデル 
持株会社とグループ経営／コー

ポレート・ガバナンスと執行役員制
／委員会等設置会社への移行判断 

第4章　グループ会社の経
営計画 

第1節　グループ経営計画作成
の目的と役割 

グループ経営計画作成の目的／
経営計画とグループ本社の役割 
 

第2節　経営計画の作成プロセス 
経営方針の決定と経営者の役割
／経営計画策定のプロセス 
 

第3節　経営計画達成への仕組
み作り 

グループ経営計画の運営方法 

第5章　グループ会社の業
績管理 

第1節　グループ業績管理の意
義と内容 

 

第2節　業績の把握と運用・管理 
 

第3節　評価および戦略への展開 
グループ会社の総合的業績評価
の方法／業績評価のグループ経
営戦略への反映  

第6章　グループ会社の情
報戦略 

第1節　グループ会社の情報
インフラストラクチャー 
グループ経営戦略上の情報戦略
の位置づけ 
 

第2節　連結会計システム 
連結会計システムの機能／連結
会計のシステムの要件／連結会
計システム構築のための準備 
 

第3節　ERPシステムの利用 
グループ会社へのERPシステム
の適用／ERPシステム導入のプ
ロジェクト管理／ERPシステム
の選択基準 
 

第4節　情報開示 
インベスターリレーションズ（IR）
／適時開示に係る宣誓書／適時
開示体制整備に関する留意点／
適時開示体制の具体的事例 

第7章　グループ会社の人
事戦略 

第1節　グループ人事戦略 
グループ人事戦略の位置づけ／
グループ経営における人事制度 
 

第2節　グループ内人事交流 
グループ内人事の流動化と有効
活用／グループ経営幹部育成の
仕組み／経営幹部の成果責任と
評価システム／経営幹部の報酬

設計 

第8章　グループ会社の財
務戦略 

第1節　キャッシュ・フロー経営 
キャッシュ・フロー経営の重要
性／企業価値の意義／キャッシ
ュ・フロー経営とリストラクチ
ャリングの関係／目標ROEの達
成方法 
 

第2節　資金調達と資金運用 
資本コストの意義／グループ会
社の資金調達 
 

第3節　リスク管理 
リスク回避と為替管理 

第9章　グループ会社の内
部監査 

第1節　コーポレート・ガバ
ナンスと監査 

コーポレート・ガバナンスと内
部監査機能／グループ会社にお
ける内部監査と外部監査の関係 
 

第2節　内部監査の実施計画 
内部管理体制の充実強化と内部
監査の役割／グループ会社の内
部監査計画 
 

第3節　内部監査の実施と報告 
内部監査の実施手順とその方法
／国内グループ会社内部監査お
よび海外グループ会社内部監査
のあり方 
 

第4節　リスク・アプローチ
と内部監査 

リスク・アプローチと内部監査 

第10章　グループ会社の
内部統制 

第1節　内部統制 
内部統制／内部統制の導入／
ERM内部統制 
 

第2節　日本における内部統
制報告制度（ J ー
SOX） 

内部統制報告制度／内部統制の
基本的枠組み／内部統制の構築
および運用／財務報告の虚偽記
載のリスク／全社的な内部統制
の評価／業務プロセスに係る内
部統制の評価／決算・財務報告
プロセスの内部統制の評価／IT
に係る内部統制の枠組み／ITに
係る内部統制の評価／IT基盤の
管理／ITに係る全般統制の不備
とITに係る業務処理統制の不備
／重要な欠陥および内部統制報
告書 

（抜粋） 

第2編　 グループ会社の会計戦略 
 

 
第3編　 グループ会社の税務戦略 
 

第4編　 グループ会社の経営戦略 

第1編　 グループ会社の法務戦略 



■企業規模を問わず、競争力をつけ、経営の
効率化をいかに進めていくかが、企業の存続・
成長のための大きな課題となっています。 
■本書は、グループ会社経営を行う場合の実
務問題について、Q&Aでわかりやすく解
説しています。 
■各設問は、公開・未公開会社を問わず、経
営者がグループ会社の経営組織やビジネス
モデルを再構築し、スピード経営を行うの
はもちろんのこと、実務担当者が解決しな
ければならないグループ会社間の取引上の
法的問題、税務上の課題等、想定される必
須の問題に対応できる構成です。 

本書の特色 本書の特色 本書の特色 
グループ会社経営の法務・会計・税務・経営管理の実務問題についてQ＆Aでわかりやすく解説！ 

 

 

 

 

第1章　グループ会社組織
の構築と法務 

第1節　グループ会社の組織戦略 
会社の組織形態の比較（事業部
制・カンパニー制・持株会社制）
／グループ会社形成のための法
的手段／会社法の制定とグルー
プ会社の経営 
 

第2節　親子会社関係の成立 
親子会社の概念と成立／親子会
社の作り方／親子会社に対する
会社法の規制／親子会社と独占
禁止法／持株会社（ホールディ
ングカンパニー）の意義／持株
会社の目的とメリット・デメリ
ット／純粋持株会社の定款の目
的 
 

第3節　会社分割 
会社分割の法的意義／会社分割
法制による企業の再編／会社分
割を利用した経営再建の問題点
／会社分割の具体的手続き／従
来の会社分割の方式／会社分割
にあたり注意すべき法令等 
 

第4節　事業の譲渡 
事業の譲渡の目的とメリット・
デメリット／事業の譲渡の法的
意義／事業譲渡に必要な手続き
と実行方法／事業譲渡・事業譲
受と独占禁止法上の規制／企業
再建手続と事業譲渡 
 

第5節　合併 
合併の目的とメリット・デメリ
ット／合併の法的意義／合併の
手続き／合併と独占禁止法上の
規制／三角合併 

 
第6節　親子会社関係の解消 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の手続き／親会社が会社法
の吸収合併手続によらないで子
会社を事実上吸収する方法／親
子会社関係の終了の方法 
 

第7節　親子会社の清算・破産 
親会社が倒産した場合の子会社
に対する影響 
 

第8節　会社更生と民事再生 
不採算事業の他律的再生（民事
再生手続の選択）／民事再生法
の施行に伴う親子会社に対する
影響／平成14年改正会社更生法
による更生事件の申立て 

第2章　グループ会社の運
営と法務 

第1節　グループ会社間の株主
権にかかわる法的問題 

親会社が保有する子会社株式の
株主権行使／親会社が子会社株
式を売却する場合の手続きと問
題点／子会社株主の利益擁護と
株主権行使／代表訴訟の原告適
格と組織再編／種類株式 
 

第2節　グループ会社間の役員
　　　　にかかわる法的問題 
グループ会社間の役員兼任・役
員派遣／兼任役員による競業取
引と法的責任／兼任役員による
利益相反取引と法的責任／子会
社に対する金融支援と親会社取
締役の責任／子会社破綻に際し
ての親会社取締役の責任／親子
会社の粉飾決算による違法配当
に関する役員の責任／親会社監
査役・会計監査人・監査委員の
職務と子会社調査権／内部統制
システムと親子会社役員等の監
視責任 

第3節　グループ会社間の取引
にかかわる法的問題 

グループ会社間（親子会社間）
における株式取得／グループ会
社間における新株発行（募集株
式の発行）／グループ会社間に
おける新株予約権の発行（企業
買収にも関連して）／グループ
会社間における株主による取締
役の任務懈怠責任の追及とその
免除および株式交換・株式移転
／グループ会社間における法令
違反・定款違反・不公正な新株
発行の防止方法（募集株式発行
前の場合）／グループ会社間に
おける法令違反・定款違反・不
公正な新株発行と無効原因（募
集株式の発行がなされた場合）
／グループ会社間におけるトラ
ッキング・ストックの発行／グ
ループ会社間における株式の相
互保有／グループ会社間におけ
る優越的地位を利用した取引と
従属会社株主の保護／グループ
会社間における個人情報の提供
／グループ会社の買収防衛策 
 
第4節　グループ会社間の知

的財産権にかかわる
法的問題 

「営業秘密」の不正取得・使用・
開示／「営業秘密」に関する信
義則違反 
 
第5節　グループ会社間の労務

にかかわる法的問題 
グループ会社間の出向命令・転
籍命令／出向命令と労働条件の
変更 
 
第6節　グループ会社間の国

際合弁・海外展開に
かかわる法的問題 

国際合弁事業の解消をめぐる問
題点／国際合弁会社における外
国為替規制上の留意点／商標権
を有しない日本子会社の海賊商
品対策／会社法の下における会
社設立手続の緩和／会社法の下
における事業再編 
 
第７節　グループ会社全体に

かかわる法的問題 
 
 
 

第1章　連結決算の実務処理 
第1節　グループ経営と連結

財務諸表 
連結財務諸表の必要性／連結決
算の導入時にすること／連結財
務諸表の作成手順／連結財務諸
表作成のための手続き／連結計
算書類の制度化 
 

第2節　連結財務諸表に関す
る会計基準等 

連結財務諸表原則の概要／在外
子会社の財務諸表の換算／連結
決算日と決算期の統一 
 

第3節　子会社および関連会

社の範囲 
連結の範囲と支配力・影響力基
準／株式の相互持合と子会社が
合弁会社である場合の子会社等
の判定 
 

第4節　親子会社間の会計処
理の統一 

会計処理の統一に関する基本方
針／企業集団としての会計処理
の統一／在外子会社の会計処理
の統一 
 

第2章　資本連結手続 
第1節　資本連結手続の概要 
資本連結手続の意義と範囲／子
会社の資産および負債の時価評
価／のれんの償却 
 

第2節　株式の段階取得 
株式の段階取得により関連会社
が連結子会社となった場合／子
会社株式を追加取得した場合／
子会社株式を売却した場合 
 

第3節　株式の間接所有にお
ける資本連結手続 

株式の間接所有が行われている
場合の資本連結／連結子会社を
通じた間接所有の場合 
 

第4節　在外会社の財務諸表
の換算と資本連結 

在外会社の株式の取得と連結ー
取得初年度／在外会社の株式の
取得と連結ー取得２年度 

第3章　税効果会計 
第1節　個別財務諸表にかか

わる税効果会計 
税効果会計とは／繰延税金資産
および繰延税金負債の計上／繰
延税金資産の回収可能性／「そ
の他有価証券」の評価差額に対
する税効果会計 
 

第2節　連結財務諸表にかか
わる税効果会計 

連結子会社への投資にかかる税
効果／為替換算調整勘定と税効
果会計 
 

第3節　その他の税効果会計
と表示 

持分法を適用する場合の税効果
会計／持分法適用会社の留保利
益と税効果会計 
 

第4節　連結納税制度を適用す
る場合の税効果会計 

連結納税制度を適用する場合の
税効果会計／連結財務諸表にお
ける子会社の留保利益に対する
税効果 

第4章　連結財務諸表 
第1節　連結貸借対照表 
連結貸借対照表とは／のれんの
認識／少数株主持分 

第2節　連結損益計算書 
連結損益計算書とは／連結会社

間取引の相殺消去／未実現利益
の消去 
 

第3節　株主資本等変動計算書 
株主資本等変動計算書 
 

第4節　連結キャッシュ・フ
ロー計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書
とは／キャッシュとは、その範
囲／キャッシュ・フローの計算
書の作成／連結キャッシュ・フ
ロー計算書の表示方法 
 

第5節　連結附属明細表 
社債明細表と借入金等明細表 
 

第6節　連結計算書類 
連結計算書類の記載方法／連結
貸借対照表、連結損益計算書お
よび連結株主資本等変動計算書
／注記表 
 

第7節　連結決算短信 

第5章　中間連結財務諸表 
第1節　中間連結財務諸表制度 
中間連結財務諸表の種類／中間
連結財務諸表の役割／中間連結
財務諸表の作成基準／中間連結
財務諸表の注記事項 
 

第2節　四半期情報の開示 
四半期開示制度／四半期報告制
度の法制化 
 

第3節　臨時計算書類 
臨時計算書類の作成 

第6章　持分法会計の実務
処理 

第1節　持分法会計の原則 
持分法の意義／持分法の適用範
囲／会計処理の原則および手続
きの統一 
 

第2節　持分法の計算 
持分法損益の計算／未実現損益
の消去 

第7章　連結財務諸表の開
示等 

第1節　セグメント別情報の
開示 

セグメント情報の開示／事業の
種類別セグメント情報（セグメ
ンテーションの方法） 

第2節　連結財務諸表におけ
るリース取引 

リース取引にかかる会計基準／
ファイナンス・リース取引（借
手の会計処理）／連結財務諸表
におけるリース取引 

第3節　関連当事者との取引
にかかわる情報 

関連当事者の範囲／開示すべき
関連当事者との取引の範囲／関
連当事者との取引の開示におけ
る重要性の判断基準／関連当事
者との取引の開示に際して留意
すべき事項 
 

第4節　継続企業の前提に疑義
がある場合の開示 

継続企業の前提に疑義がある場合 
 

第5節　有価証券報告書等そ
の他の開示事項 

連結財務諸表の注記／１株当た
り当期純利益と１株当たり純資
産額の算定／コーポレート・ガ
バナンス等に関する開示／役員
報酬・賞与・退職慰労金の会計
処理と開示／上場会社による宜
誓書および代表者による確認書 

第8章　グループ会社組織
の再編と会計処理 

第1節　企業結合に係る会計
処理 

企業結合に係る会計基準／企業
結合取引の開示 
 

第2節　事業譲渡と合併 
吸収合併、吸収分割、事業譲受
および現物出資の会計処理ー取
得と判定された場合／株式交換
と株式移転の会計処理 
 

第3節　事業分離等に関する
会計処理 

事業分離等に関する会計基準／
事業分離取引の開示 
 

第4節　共同支配企業の形成 
共同支配企業の形成の会計処理 
 

第5節　共通支配下の取引 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の会計処理 

第9章　退職給付会計 
第1節　退職給付債務（PBO）

の計算方法 
退職給付にかかる会計基準の主
な変更点 
 

第2節　退職給付制度間の移行 
退職給付制度間の移行等に伴う
会計処理 

第10章 「純資産の部」の会
計処理と表示 

第1節　貸借対照表の「純資産
の部」の会計処理等 

貸借対照表の「純資産の部」の表
示／株主資本の会計処理／自己株
式の会計処理／その他資本剰余金
の処分による配当を受けた株主の
会計処理／会社法による新株予約
権および新株予約権付社債の会計

処理／旧商法による新株予約権お
よび新株予約権付社債の会計処理
／剰余金の配当 
 

第2節　ストック・オプショ
ンの会計処理 

ストック・オプションの会計処
理／ストック・オプションと会
社法の規制／ストック・オプシ
ョンの開示／ストック・オプシ
ョンの公正な評価額の算定／ス
トック・オプションと勤務サー
ビスとの対応付けおよび条件変
更の会計処理 

第11章　金融商品会計等 
第１節　金融商品に係る会計

基準 
金融商品に係る会計基準の概要
と日本企業への影響／金融商品
に係る会計基準適用に伴う実務
上の留意点／有価証券の評価と
減損処理／種類株式の貸借対照
評価額／デット・エクイティ・
スワップの会計処理 
 
第２節　特別目的会社 

第12章　減損会計 
第１節　減損会計基準 

第13章　工事契約に関す 
           　る会計処理 
第１節　工事契約に関する会 

　計基準 
工事契約について会計処理を行
う場合の基本的な考え方 

第14章　資産除去債務に 
           　関する会計基準 
第１節　資産除去債務に関す

　る会計基準 
資産除去債務とは何か 
 
 
 

第1章　グループ会社組織
の構築と税務 

第1節　企業再編税制におけ
るグループ会社の統
合・分離 

企業組織再編税制の基本と会社法
／組織再編成が行われた場合の
移転資産等の譲渡損益／組織再
編成が行われた場合の移転資産
等の譲渡損益の具体的計算／非
適格再編を行った場合の資産・
負債にかかる調整勘定／合併に
おける税務否認額の引継ぎおよ
び資産評価益の計上／企業グル
ープ内の組織再編成／共同事業
を行うための組織再編成／企業
組織再編成税制における株主に
対する課税／適格企業組織再編
成と租税回避防止規定／適格合

併における繰越欠損金の利用制
限／適用合併における資産の含
み損の損金算入の制限／企業組
織再編成税制における減価償却
の取扱い／企業組織再編税制に
おける退職給与引当金の取扱い
／企業組織再編成税制と消費税
およびその他諸税の取扱い 

第2節　その他のグループ会
社の統合 

持株会社の設立と相続税株価へ
の影響／デット・エクイティ・
スワップ（DES）／譲受け可能
資産・負債とその受入価額／営
業（事業）譲受における「のれ
ん」の取扱いと「営業権」との
相違点／合併対価の柔軟化一三
角合併／合併対価の柔軟化一金
銭の交付 
 

第3節　その他のグループ会
社の分離 

土地保有会社の株式譲渡／株式
譲渡益課税回避行為／株式売却
とマネジメント・バイ・アウト
（MBO）／営業（事業）譲渡と
資産譲渡・会社分割・合併・株
式譲渡との相違／子会社株式の
配当による子会社のスピン・オ
フ／非適格分割における営業権
償却 
 

第4節　グループ会社の解散・
清算 

解散および清算にかかる税務上
の手続きの概要／解散事業年度
の所得計算および税額計算／清
算所得の金額および清算所得に
対する税額の具体的計算／残余
財産の分配が行われる場合の株
主および解散法人に対する課税
について／子会社等の整理損失
負担等と寄附金／解散法人が債
務免除等を受ける場合の所得へ
の影響 

第2章　企業評価と税務 
第1節　株式評価 
DCF方式による税務上の株式評
価の認定／グループ会社間移動
の際の株式評価 
 

第2節　営業権評価 
「相続税法上の評価方法」・
「DCF法」による営業権評価の
具体的計算例 

第3章　グループ会社の運
営と税務 

第1節　連結納税制度 
連結納税制度のしくみ／連結事
業年度およびみなし事業年度／
連結納税適用開始等に伴う時価
評価課税／連結所得金額の計算
／連結法人税額の計算／連結子
法人株式価額の修正／繰越欠損
金の取扱い／連結法人間取引の
損益調整／個別制度における取

扱いー（1）受取配当等の益金
不算入／個別制度における取扱
いー（2）減価償却／個別制度
における取扱いー（3）寄附金
／個別制度における取扱いー（4）
交際費／個別制度における取扱
いー（5）所得税額控除／個別
制度における取扱いー（6）特
別税額控除／個別制度における
取扱いー（7）連結特定同族会
社の留保金課税／個別制度にお
ける取扱いー（8）外国税額控
除／申告・納付等／連結法人に
かかる行為または計算の否認／
連結法人における地方税計算の
概要 
 

第2節　グループ会社間の営
業取引 

経営指導料／グループ会社間の
営業費負担 
 

第3節　グループ会社間の金
銭貸借 

 

第4節　グループ会社間の人事
交流とストック・オ
プション 

執行役員の税務／出向、転籍に
かかる退職金／ストック・オプ
ションの税務上の取扱い／出向
役員に係る給与負担金の取扱い 
 

第5節　グループ会社間の不
動産取引 

グループ会社間の土地賃貸借と
税務上の留意点 
 

第6節　グループ会社間のリ
ース取引 

グループ会社間のリース取引 

第4章　海外事業活動と税務 
第1節　外国税額控除 
海外の会社から受け取るロイヤ
ルティ・利子・配当に関する外
国税額控除／海外子会社の余剰
資金の効率的運用のための海外
グループ持株会社あるいは資金
統括会社の活用 
 

第2節　タックス・ヘイブン税制 
タックス・へイブン税制の適用
と除外基準 
 

第3節　移転価格税制 
移転価格税制の概要／独立企業
間価格の算定／事前確認制度の
概要／移転価格課税が行われた
場合の処理 
 

第4節　過少資本税制 
わが国の過少資本税制の概要／
米国の過少資本税制の概要とそ
の対応 

第5節　海外勤務者の税務 
海外勤務のため出国した直後に

支給される賞与／海外勤務とな
った役員に対する給与／海外転
勤前に要する住宅借入金等特別
控除の再適用手続 

第6節　日米租税条約 
米国への事業展開における日米
租税条約の影響／米国の親会社
へ支払う配当に対する源泉徴収
／米国へ支払うロイヤルティの
源泉税免除の手続／間接外国税
額控除の対象となる外国子会社
等の判定における留意点 
 
 
 

第1章　グループ会社の経
営理念 

第1節　経営理念の意義 
経営理念・経営哲学の意義／グ
ループ経営における経営理念の
位置づけ／創業時およびグルー
プ再編時における経営理念設定
の方法／経営理念変更のタイミ
ングとその内容 
 

第2節　経営戦略と経営理念 
経営方針、事業目的・目標の設
定とその基本精神／経営構造・
組織と経営理念／各組織体の経
営方法、経営者（執行役員）お
よび従業員の教育と経営理念／
経営体の成長、発展（中長期経
営計画）と経営理念／コンプラ
イアンス／CSR（コーポレート
ソーシャルレスポンシビリティ
ー）／上場会社のコーポレート・
ガバナンスの見直しに関する留
意点 
 

第3節　経営理念の実例 
優良会社および長期継続企業の
経営理念／日常的経営実践への
経営理念の生かし方  

第2章　グループ会社の経
営戦略 

第1節　グループ経営戦略 
グループ経営の本質／全社戦略
と事業戦略／事業ポートフォリ
オ戦略／知的財産の戦略的、効
率的活用／有効な企業買収防衛
策 
 

第2節　グループ会社の再編・
再構築 

主力企業の競争優位戦略／育成
事業の事業戦略／再考事業の事
業戦略／撤退事業の事業戦略  

第3章　グループ会社の経
営組織 

第1節　グループ組織戦略 
企業組織の変遷 

第2節　グループ経営モデル 
持株会社とグループ経営／コー

ポレート・ガバナンスと執行役員制
／委員会等設置会社への移行判断 

第4章　グループ会社の経
営計画 

第1節　グループ経営計画作成
の目的と役割 

グループ経営計画作成の目的／
経営計画とグループ本社の役割 
 

第2節　経営計画の作成プロセス 
経営方針の決定と経営者の役割
／経営計画策定のプロセス 
 

第3節　経営計画達成への仕組
み作り 

グループ経営計画の運営方法 

第5章　グループ会社の業
績管理 

第1節　グループ業績管理の意
義と内容 

 

第2節　業績の把握と運用・管理 
 

第3節　評価および戦略への展開 
グループ会社の総合的業績評価
の方法／業績評価のグループ経
営戦略への反映  

第6章　グループ会社の情
報戦略 

第1節　グループ会社の情報
インフラストラクチャー 
グループ経営戦略上の情報戦略
の位置づけ 
 

第2節　連結会計システム 
連結会計システムの機能／連結
会計のシステムの要件／連結会
計システム構築のための準備 
 

第3節　ERPシステムの利用 
グループ会社へのERPシステム
の適用／ERPシステム導入のプ
ロジェクト管理／ERPシステム
の選択基準 
 

第4節　情報開示 
インベスターリレーションズ（IR）
／適時開示に係る宣誓書／適時
開示体制整備に関する留意点／
適時開示体制の具体的事例 

第7章　グループ会社の人
事戦略 

第1節　グループ人事戦略 
グループ人事戦略の位置づけ／
グループ経営における人事制度 
 

第2節　グループ内人事交流 
グループ内人事の流動化と有効
活用／グループ経営幹部育成の
仕組み／経営幹部の成果責任と
評価システム／経営幹部の報酬

設計 

第8章　グループ会社の財
務戦略 

第1節　キャッシュ・フロー経営 
キャッシュ・フロー経営の重要
性／企業価値の意義／キャッシ
ュ・フロー経営とリストラクチ
ャリングの関係／目標ROEの達
成方法 
 

第2節　資金調達と資金運用 
資本コストの意義／グループ会
社の資金調達 
 

第3節　リスク管理 
リスク回避と為替管理 

第9章　グループ会社の内
部監査 

第1節　コーポレート・ガバ
ナンスと監査 

コーポレート・ガバナンスと内
部監査機能／グループ会社にお
ける内部監査と外部監査の関係 
 

第2節　内部監査の実施計画 
内部管理体制の充実強化と内部
監査の役割／グループ会社の内
部監査計画 
 

第3節　内部監査の実施と報告 
内部監査の実施手順とその方法
／国内グループ会社内部監査お
よび海外グループ会社内部監査
のあり方 
 

第4節　リスク・アプローチ
と内部監査 

リスク・アプローチと内部監査 

第10章　グループ会社の
内部統制 

第1節　内部統制 
内部統制／内部統制の導入／
ERM内部統制 
 

第2節　日本における内部統
制報告制度（ J ー
SOX） 

内部統制報告制度／内部統制の
基本的枠組み／内部統制の構築
および運用／財務報告の虚偽記
載のリスク／全社的な内部統制
の評価／業務プロセスに係る内
部統制の評価／決算・財務報告
プロセスの内部統制の評価／IT
に係る内部統制の枠組み／ITに
係る内部統制の評価／IT基盤の
管理／ITに係る全般統制の不備
とITに係る業務処理統制の不備
／重要な欠陥および内部統制報
告書 

（抜粋） 

第2編　 グループ会社の会計戦略 
 

 
第3編　 グループ会社の税務戦略 
 

第4編　 グループ会社の経営戦略 

第1編　 グループ会社の法務戦略 



■企業規模を問わず、競争力をつけ、経営の
効率化をいかに進めていくかが、企業の存続・
成長のための大きな課題となっています。 

■本書は、グループ会社経営を行う場合の実
務問題について、Q&Aでわかりやすく解
説しています。 

■各設問は、公開・未公開会社を問わず、経
営者がグループ会社の経営組織やビジネス
モデルを再構築し、スピード経営を行うの
はもちろんのこと、実務担当者が解決しな
ければならないグループ会社間の取引上の
法的問題、税務上の課題等、想定される必
須の問題に対応できる構成です。 

本書の特色 本書の特色 本書の特色 
グループ会社経営の法務・会計・税務・経営管理の実務問題についてQ＆Aでわかりやすく解説！ 

 

 

 

 

第1章　グループ会社組織
の構築と法務 

第1節　グループ会社の組織戦略 
会社の組織形態の比較（事業部
制・カンパニー制・持株会社制）
／グループ会社形成のための法
的手段／会社法の制定とグルー
プ会社の経営 
 

第2節　親子会社関係の成立 
親子会社の概念と成立／親子会
社の作り方／親子会社に対する
会社法の規制／親子会社と独占
禁止法／持株会社（ホールディ
ングカンパニー）の意義／持株
会社の目的とメリット・デメリ
ット／純粋持株会社の定款の目
的 
 

第3節　会社分割 
会社分割の法的意義／会社分割
法制による企業の再編／会社分
割を利用した経営再建の問題点
／会社分割の具体的手続き／従
来の会社分割の方式／会社分割
にあたり注意すべき法令等 
 

第4節　事業の譲渡 
事業の譲渡の目的とメリット・
デメリット／事業の譲渡の法的
意義／事業譲渡に必要な手続き
と実行方法／事業譲渡・事業譲
受と独占禁止法上の規制／企業
再建手続と事業譲渡 
 

第5節　合併 
合併の目的とメリット・デメリ
ット／合併の法的意義／合併の
手続き／合併と独占禁止法上の
規制／三角合併 

 
第6節　親子会社関係の解消 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の手続き／親会社が会社法
の吸収合併手続によらないで子
会社を事実上吸収する方法／親
子会社関係の終了の方法 
 

第7節　親子会社の清算・破産 
親会社が倒産した場合の子会社
に対する影響 
 

第8節　会社更生と民事再生 
不採算事業の他律的再生（民事
再生手続の選択）／民事再生法
の施行に伴う親子会社に対する
影響／平成14年改正会社更生法
による更生事件の申立て 

第2章　グループ会社の運
営と法務 

第1節　グループ会社間の株主
権にかかわる法的問題 

親会社が保有する子会社株式の
株主権行使／親会社が子会社株
式を売却する場合の手続きと問
題点／子会社株主の利益擁護と
株主権行使／代表訴訟の原告適
格と組織再編／種類株式 
 

第2節　グループ会社間の役員
　　　　にかかわる法的問題 
グループ会社間の役員兼任・役
員派遣／兼任役員による競業取
引と法的責任／兼任役員による
利益相反取引と法的責任／子会
社に対する金融支援と親会社取
締役の責任／子会社破綻に際し
ての親会社取締役の責任／親子
会社の粉飾決算による違法配当
に関する役員の責任／親会社監
査役・会計監査人・監査委員の
職務と子会社調査権／内部統制
システムと親子会社役員等の監
視責任 

第3節　グループ会社間の取引
にかかわる法的問題 

グループ会社間（親子会社間）
における株式取得／グループ会
社間における新株発行（募集株
式の発行）／グループ会社間に
おける新株予約権の発行（企業
買収にも関連して）／グループ
会社間における株主による取締
役の任務懈怠責任の追及とその
免除および株式交換・株式移転
／グループ会社間における法令
違反・定款違反・不公正な新株
発行の防止方法（募集株式発行
前の場合）／グループ会社間に
おける法令違反・定款違反・不
公正な新株発行と無効原因（募
集株式の発行がなされた場合）
／グループ会社間におけるトラ
ッキング・ストックの発行／グ
ループ会社間における株式の相
互保有／グループ会社間におけ
る優越的地位を利用した取引と
従属会社株主の保護／グループ
会社間における個人情報の提供
／グループ会社の買収防衛策 
 
第4節　グループ会社間の知

的財産権にかかわる
法的問題 

「営業秘密」の不正取得・使用・
開示／「営業秘密」に関する信
義則違反 
 
第5節　グループ会社間の労務

にかかわる法的問題 
グループ会社間の出向命令・転
籍命令／出向命令と労働条件の
変更 
 
第6節　グループ会社間の国

際合弁・海外展開に
かかわる法的問題 

国際合弁事業の解消をめぐる問
題点／国際合弁会社における外
国為替規制上の留意点／商標権
を有しない日本子会社の海賊商
品対策／会社法の下における会
社設立手続の緩和／会社法の下
における事業再編 
 
第７節　グループ会社全体に

かかわる法的問題 
 
 
 

第1章　連結決算の実務処理 
第1節　グループ経営と連結

財務諸表 
連結財務諸表の必要性／連結決
算の導入時にすること／連結財
務諸表の作成手順／連結財務諸
表作成のための手続き／連結計
算書類の制度化 
 

第2節　連結財務諸表に関す
る会計基準等 

連結財務諸表原則の概要／在外
子会社の財務諸表の換算／連結
決算日と決算期の統一 
 

第3節　子会社および関連会

社の範囲 
連結の範囲と支配力・影響力基
準／株式の相互持合と子会社が
合弁会社である場合の子会社等
の判定 
 

第4節　親子会社間の会計処
理の統一 

会計処理の統一に関する基本方
針／企業集団としての会計処理
の統一／在外子会社の会計処理
の統一 
 

第2章　資本連結手続 
第1節　資本連結手続の概要 
資本連結手続の意義と範囲／子
会社の資産および負債の時価評
価／のれんの償却 
 

第2節　株式の段階取得 
株式の段階取得により関連会社
が連結子会社となった場合／子
会社株式を追加取得した場合／
子会社株式を売却した場合 
 

第3節　株式の間接所有にお
ける資本連結手続 

株式の間接所有が行われている
場合の資本連結／連結子会社を
通じた間接所有の場合 
 

第4節　在外会社の財務諸表
の換算と資本連結 

在外会社の株式の取得と連結ー
取得初年度／在外会社の株式の
取得と連結ー取得２年度 

第3章　税効果会計 
第1節　個別財務諸表にかか

わる税効果会計 
税効果会計とは／繰延税金資産
および繰延税金負債の計上／繰
延税金資産の回収可能性／「そ
の他有価証券」の評価差額に対
する税効果会計 
 

第2節　連結財務諸表にかか
わる税効果会計 

連結子会社への投資にかかる税
効果／為替換算調整勘定と税効
果会計 
 

第3節　その他の税効果会計
と表示 

持分法を適用する場合の税効果
会計／持分法適用会社の留保利
益と税効果会計 
 

第4節　連結納税制度を適用す
る場合の税効果会計 

連結納税制度を適用する場合の
税効果会計／連結財務諸表にお
ける子会社の留保利益に対する
税効果 

第4章　連結財務諸表 
第1節　連結貸借対照表 
連結貸借対照表とは／のれんの
認識／少数株主持分 

第2節　連結損益計算書 
連結損益計算書とは／連結会社

間取引の相殺消去／未実現利益
の消去 
 

第3節　株主資本等変動計算書 
株主資本等変動計算書 
 

第4節　連結キャッシュ・フ
ロー計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書
とは／キャッシュとは、その範
囲／キャッシュ・フローの計算
書の作成／連結キャッシュ・フ
ロー計算書の表示方法 
 

第5節　連結附属明細表 
社債明細表と借入金等明細表 
 

第6節　連結計算書類 
連結計算書類の記載方法／連結
貸借対照表、連結損益計算書お
よび連結株主資本等変動計算書
／注記表 
 

第7節　連結決算短信 

第5章　中間連結財務諸表 
第1節　中間連結財務諸表制度 
中間連結財務諸表の種類／中間
連結財務諸表の役割／中間連結
財務諸表の作成基準／中間連結
財務諸表の注記事項 
 

第2節　四半期情報の開示 
四半期開示制度／四半期報告制
度の法制化 
 

第3節　臨時計算書類 
臨時計算書類の作成 

第6章　持分法会計の実務
処理 

第1節　持分法会計の原則 
持分法の意義／持分法の適用範
囲／会計処理の原則および手続
きの統一 
 

第2節　持分法の計算 
持分法損益の計算／未実現損益
の消去 

第7章　連結財務諸表の開
示等 

第1節　セグメント別情報の
開示 

セグメント情報の開示／事業の
種類別セグメント情報（セグメ
ンテーションの方法） 

第2節　連結財務諸表におけ
るリース取引 

リース取引にかかる会計基準／
ファイナンス・リース取引（借
手の会計処理）／連結財務諸表
におけるリース取引 

第3節　関連当事者との取引
にかかわる情報 

関連当事者の範囲／開示すべき
関連当事者との取引の範囲／関
連当事者との取引の開示におけ
る重要性の判断基準／関連当事
者との取引の開示に際して留意
すべき事項 
 

第4節　継続企業の前提に疑義
がある場合の開示 

継続企業の前提に疑義がある場合 
 

第5節　有価証券報告書等そ
の他の開示事項 

連結財務諸表の注記／１株当た
り当期純利益と１株当たり純資
産額の算定／コーポレート・ガ
バナンス等に関する開示／役員
報酬・賞与・退職慰労金の会計
処理と開示／上場会社による宜
誓書および代表者による確認書 

第8章　グループ会社組織
の再編と会計処理 

第1節　企業結合に係る会計
処理 

企業結合に係る会計基準／企業
結合取引の開示 
 

第2節　事業譲渡と合併 
吸収合併、吸収分割、事業譲受
および現物出資の会計処理ー取
得と判定された場合／株式交換
と株式移転の会計処理 
 

第3節　事業分離等に関する
会計処理 

事業分離等に関する会計基準／
事業分離取引の開示 
 

第4節　共同支配企業の形成 
共同支配企業の形成の会計処理 
 

第5節　共通支配下の取引 
親会社が子会社を吸収合併する
場合の会計処理 

第9章　退職給付会計 
第1節　退職給付債務（PBO）

の計算方法 
退職給付にかかる会計基準の主
な変更点 
 

第2節　退職給付制度間の移行 
退職給付制度間の移行等に伴う
会計処理 

第10章 「純資産の部」の会
計処理と表示 

第1節　貸借対照表の「純資産
の部」の会計処理等 

貸借対照表の「純資産の部」の表
示／株主資本の会計処理／自己株
式の会計処理／その他資本剰余金
の処分による配当を受けた株主の
会計処理／会社法による新株予約
権および新株予約権付社債の会計

処理／旧商法による新株予約権お
よび新株予約権付社債の会計処理
／剰余金の配当 
 

第2節　ストック・オプショ
ンの会計処理 

ストック・オプションの会計処
理／ストック・オプションと会
社法の規制／ストック・オプシ
ョンの開示／ストック・オプシ
ョンの公正な評価額の算定／ス
トック・オプションと勤務サー
ビスとの対応付けおよび条件変
更の会計処理 

第11章　金融商品会計等 
第１節　金融商品に係る会計

基準 
金融商品に係る会計基準の概要
と日本企業への影響／金融商品
に係る会計基準適用に伴う実務
上の留意点／有価証券の評価と
減損処理／種類株式の貸借対照
評価額／デット・エクイティ・
スワップの会計処理 
 
第２節　特別目的会社 

第12章　減損会計 
第１節　減損会計基準 

第13章　工事契約に関す 
           　る会計処理 
第１節　工事契約に関する会 

　計基準 
工事契約について会計処理を行
う場合の基本的な考え方 

第14章　資産除去債務に 
           　関する会計基準 
第１節　資産除去債務に関す

　る会計基準 
資産除去債務とは何か 
 
 
 

第1章　グループ会社組織
の構築と税務 

第1節　企業再編税制におけ
るグループ会社の統
合・分離 

企業組織再編税制の基本と会社法
／組織再編成が行われた場合の
移転資産等の譲渡損益／組織再
編成が行われた場合の移転資産
等の譲渡損益の具体的計算／非
適格再編を行った場合の資産・
負債にかかる調整勘定／合併に
おける税務否認額の引継ぎおよ
び資産評価益の計上／企業グル
ープ内の組織再編成／共同事業
を行うための組織再編成／企業
組織再編成税制における株主に
対する課税／適格企業組織再編
成と租税回避防止規定／適格合

併における繰越欠損金の利用制
限／適用合併における資産の含
み損の損金算入の制限／企業組
織再編成税制における減価償却
の取扱い／企業組織再編税制に
おける退職給与引当金の取扱い
／企業組織再編成税制と消費税
およびその他諸税の取扱い 

第2節　その他のグループ会
社の統合 

持株会社の設立と相続税株価へ
の影響／デット・エクイティ・
スワップ（DES）／譲受け可能
資産・負債とその受入価額／営
業（事業）譲受における「のれ
ん」の取扱いと「営業権」との
相違点／合併対価の柔軟化一三
角合併／合併対価の柔軟化一金
銭の交付 
 

第3節　その他のグループ会
社の分離 

土地保有会社の株式譲渡／株式
譲渡益課税回避行為／株式売却
とマネジメント・バイ・アウト
（MBO）／営業（事業）譲渡と
資産譲渡・会社分割・合併・株
式譲渡との相違／子会社株式の
配当による子会社のスピン・オ
フ／非適格分割における営業権
償却 
 

第4節　グループ会社の解散・
清算 

解散および清算にかかる税務上
の手続きの概要／解散事業年度
の所得計算および税額計算／清
算所得の金額および清算所得に
対する税額の具体的計算／残余
財産の分配が行われる場合の株
主および解散法人に対する課税
について／子会社等の整理損失
負担等と寄附金／解散法人が債
務免除等を受ける場合の所得へ
の影響 

第2章　企業評価と税務 
第1節　株式評価 
DCF方式による税務上の株式評
価の認定／グループ会社間移動
の際の株式評価 
 

第2節　営業権評価 
「相続税法上の評価方法」・
「DCF法」による営業権評価の
具体的計算例 

第3章　グループ会社の運
営と税務 

第1節　連結納税制度 
連結納税制度のしくみ／連結事
業年度およびみなし事業年度／
連結納税適用開始等に伴う時価
評価課税／連結所得金額の計算
／連結法人税額の計算／連結子
法人株式価額の修正／繰越欠損
金の取扱い／連結法人間取引の
損益調整／個別制度における取

扱いー（1）受取配当等の益金
不算入／個別制度における取扱
いー（2）減価償却／個別制度
における取扱いー（3）寄附金
／個別制度における取扱いー（4）
交際費／個別制度における取扱
いー（5）所得税額控除／個別
制度における取扱いー（6）特
別税額控除／個別制度における
取扱いー（7）連結特定同族会
社の留保金課税／個別制度にお
ける取扱いー（8）外国税額控
除／申告・納付等／連結法人に
かかる行為または計算の否認／
連結法人における地方税計算の
概要 
 

第2節　グループ会社間の営
業取引 

経営指導料／グループ会社間の
営業費負担 
 

第3節　グループ会社間の金
銭貸借 

 

第4節　グループ会社間の人事
交流とストック・オ
プション 

執行役員の税務／出向、転籍に
かかる退職金／ストック・オプ
ションの税務上の取扱い／出向
役員に係る給与負担金の取扱い 
 

第5節　グループ会社間の不
動産取引 

グループ会社間の土地賃貸借と
税務上の留意点 
 

第6節　グループ会社間のリ
ース取引 

グループ会社間のリース取引 

第4章　海外事業活動と税務 
第1節　外国税額控除 
海外の会社から受け取るロイヤ
ルティ・利子・配当に関する外
国税額控除／海外子会社の余剰
資金の効率的運用のための海外
グループ持株会社あるいは資金
統括会社の活用 
 

第2節　タックス・ヘイブン税制 
タックス・へイブン税制の適用
と除外基準 
 

第3節　移転価格税制 
移転価格税制の概要／独立企業
間価格の算定／事前確認制度の
概要／移転価格課税が行われた
場合の処理 
 

第4節　過少資本税制 
わが国の過少資本税制の概要／
米国の過少資本税制の概要とそ
の対応 

第5節　海外勤務者の税務 
海外勤務のため出国した直後に

支給される賞与／海外勤務とな
った役員に対する給与／海外転
勤前に要する住宅借入金等特別
控除の再適用手続 

第6節　日米租税条約 
米国への事業展開における日米
租税条約の影響／米国の親会社
へ支払う配当に対する源泉徴収
／米国へ支払うロイヤルティの
源泉税免除の手続／間接外国税
額控除の対象となる外国子会社
等の判定における留意点 
 
 
 

第1章　グループ会社の経
営理念 

第1節　経営理念の意義 
経営理念・経営哲学の意義／グ
ループ経営における経営理念の
位置づけ／創業時およびグルー
プ再編時における経営理念設定
の方法／経営理念変更のタイミ
ングとその内容 
 

第2節　経営戦略と経営理念 
経営方針、事業目的・目標の設
定とその基本精神／経営構造・
組織と経営理念／各組織体の経
営方法、経営者（執行役員）お
よび従業員の教育と経営理念／
経営体の成長、発展（中長期経
営計画）と経営理念／コンプラ
イアンス／CSR（コーポレート
ソーシャルレスポンシビリティ
ー）／上場会社のコーポレート・
ガバナンスの見直しに関する留
意点 
 

第3節　経営理念の実例 
優良会社および長期継続企業の
経営理念／日常的経営実践への
経営理念の生かし方  

第2章　グループ会社の経
営戦略 

第1節　グループ経営戦略 
グループ経営の本質／全社戦略
と事業戦略／事業ポートフォリ
オ戦略／知的財産の戦略的、効
率的活用／有効な企業買収防衛
策 
 

第2節　グループ会社の再編・
再構築 

主力企業の競争優位戦略／育成
事業の事業戦略／再考事業の事
業戦略／撤退事業の事業戦略  

第3章　グループ会社の経
営組織 

第1節　グループ組織戦略 
企業組織の変遷 

第2節　グループ経営モデル 
持株会社とグループ経営／コー

ポレート・ガバナンスと執行役員制
／委員会等設置会社への移行判断 

第4章　グループ会社の経
営計画 

第1節　グループ経営計画作成
の目的と役割 

グループ経営計画作成の目的／
経営計画とグループ本社の役割 
 

第2節　経営計画の作成プロセス 
経営方針の決定と経営者の役割
／経営計画策定のプロセス 
 

第3節　経営計画達成への仕組
み作り 

グループ経営計画の運営方法 

第5章　グループ会社の業
績管理 

第1節　グループ業績管理の意
義と内容 

 

第2節　業績の把握と運用・管理 
 

第3節　評価および戦略への展開 
グループ会社の総合的業績評価
の方法／業績評価のグループ経
営戦略への反映  

第6章　グループ会社の情
報戦略 

第1節　グループ会社の情報
インフラストラクチャー 
グループ経営戦略上の情報戦略
の位置づけ 
 

第2節　連結会計システム 
連結会計システムの機能／連結
会計のシステムの要件／連結会
計システム構築のための準備 
 

第3節　ERPシステムの利用 
グループ会社へのERPシステム
の適用／ERPシステム導入のプ
ロジェクト管理／ERPシステム
の選択基準 
 

第4節　情報開示 
インベスターリレーションズ（IR）
／適時開示に係る宣誓書／適時
開示体制整備に関する留意点／
適時開示体制の具体的事例 

第7章　グループ会社の人
事戦略 

第1節　グループ人事戦略 
グループ人事戦略の位置づけ／
グループ経営における人事制度 
 

第2節　グループ内人事交流 
グループ内人事の流動化と有効
活用／グループ経営幹部育成の
仕組み／経営幹部の成果責任と
評価システム／経営幹部の報酬

設計 

第8章　グループ会社の財
務戦略 

第1節　キャッシュ・フロー経営 
キャッシュ・フロー経営の重要
性／企業価値の意義／キャッシ
ュ・フロー経営とリストラクチ
ャリングの関係／目標ROEの達
成方法 
 

第2節　資金調達と資金運用 
資本コストの意義／グループ会
社の資金調達 
 

第3節　リスク管理 
リスク回避と為替管理 

第9章　グループ会社の内
部監査 

第1節　コーポレート・ガバ
ナンスと監査 

コーポレート・ガバナンスと内
部監査機能／グループ会社にお
ける内部監査と外部監査の関係 
 

第2節　内部監査の実施計画 
内部管理体制の充実強化と内部
監査の役割／グループ会社の内
部監査計画 
 

第3節　内部監査の実施と報告 
内部監査の実施手順とその方法
／国内グループ会社内部監査お
よび海外グループ会社内部監査
のあり方 
 

第4節　リスク・アプローチ
と内部監査 

リスク・アプローチと内部監査 

第10章　グループ会社の
内部統制 

第1節　内部統制 
内部統制／内部統制の導入／
ERM内部統制 
 

第2節　日本における内部統
制報告制度（ J ー
SOX） 

内部統制報告制度／内部統制の
基本的枠組み／内部統制の構築
および運用／財務報告の虚偽記
載のリスク／全社的な内部統制
の評価／業務プロセスに係る内
部統制の評価／決算・財務報告
プロセスの内部統制の評価／IT
に係る内部統制の枠組み／ITに
係る内部統制の評価／IT基盤の
管理／ITに係る全般統制の不備
とITに係る業務処理統制の不備
／重要な欠陥および内部統制報
告書 

（抜粋） 

第2編　 グループ会社の会計戦略 
 

 
第3編　 グループ会社の税務戦略 
 

第4編　 グループ会社の経営戦略 

第1編　 グループ会社の法務戦略 
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疑問解決のための 
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